
令和５年（２０２３年）

旭 川 市 議 会 議 案

第 １ 回 定 例 会

令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ０ 日 開 会

令 和 ５ 年 月 日 閉 会



５・１定 議案第 １ 号

令和４年度旭川市一般会計補正予算について

令和４年度旭川市一般会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 ２ 号

令和４年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算について

令和４年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ３ 号

令和４年度旭川市動物園事業特別会計補正予算について

令和４年度旭川市動物園事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 ４ 号

令和４年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算について

令和４年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ５ 号

令和４年度旭川市育英事業特別会計補正予算について

令和４年度旭川市育英事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 ６ 号

令和４年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算について

令和４年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ７ 号

令和４年度旭川市水道事業会計補正予算について

令和４年度旭川市水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 ８ 号

令和４年度旭川市下水道事業会計補正予算について

令和４年度旭川市下水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ９ 号

令和４年度旭川市病院事業会計補正予算について

令和４年度旭川市病院事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 １０ 号

旭川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市事務分掌条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市事務分掌条例等の一部を改正する条例

（旭川市事務分掌条例の一部改正）

第１条 旭川市事務分掌条例（昭和２７年旭川市条例第５６号）の一部を次のように改正する。

第１条総合政策部の項中第４号を削り，第５号を第４号とし，同項の次に次のように加え

る。

いじめ防止対策推進部

⑴ いじめ防止対策に関する事項

行財政改革推進部

⑴ 行政改革に関する事項

⑵ 情報政策に関する事項

⑶ 公共施設マネジメントに関する事項

⑷ 財産（不動産及び不動産に係る権利に限る。）に関する事項

女性活躍推進部

⑴ 男女共同参画に関する事項

第１条総務部の項第４号中「財産」を「財産（不動産及び不動産に係る権利を除く。）」

に改める。

（旭川市行財政改革推進委員会条例の一部改正）

第２条 旭川市行財政改革推進委員会条例（平成２９年旭川市条例第１２号）の一部を次のよ

うに改正する。



第６条中「総務部」を「行財政改革推進部」に改める。

（旭川市行政不服審査会条例の一部改正）

第３条 旭川市行政不服審査会条例（平成２８年旭川市条例第６号）の一部を次のように改正

する。

第７条中「総務部」を「行財政改革推進部」に改める。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

組織改正に伴い，旭川市事務分掌条例等の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 １１ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市７条駐車場

２ 指定管理者

旭川市６条通９丁目

株式会社旭川振興公社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで



５・１定 議案第 １２ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市嵐山レクリエーション施設

２ 指定管理者

旭川市東鷹栖東２条２丁目

グリーンテックス株式会社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで



５・１定 議案第 １３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

カムイスキーリンクス

２ 指定管理者

旭川市３条通７丁目

一般社団法人大雪カムイミンタラＤＭＯ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで



５・１定 議案第 １４ 号

令和５年度旭川市一般会計予算について

令和５年度旭川市一般会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 １５ 号

令和５年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算について

令和５年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 １６ 号

令和５年度旭川市動物園事業特別会計予算について

令和５年度旭川市動物園事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 １７ 号

令和５年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算について

令和５年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 １８ 号

令和５年度旭川市育英事業特別会計予算について

令和５年度旭川市育英事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 １９ 号

令和５年度旭川市介護保険事業特別会計予算について

令和５年度旭川市介護保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ２０ 号

令和５年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算について

令和５年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 ２１ 号

令和５年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算について

令和５年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ２２ 号

令和５年度旭川市水道事業会計予算について

令和５年度旭川市水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

５・１定 議案第 ２３ 号

令和５年度旭川市下水道事業会計予算について

令和５年度旭川市下水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ２４ 号

令和５年度旭川市病院事業会計予算について

令和５年度旭川市病院事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



５・１定 議案第 ２５ 号

旭川市宅地造成等規制法施行条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市宅地造成等規制法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市宅地造成等規制法施行条例の一部を改正する条例

旭川市宅地造成等規制法施行条例（平成１３年旭川市条例第３０号）の一部を次のように改

正する。

題名を次のように改める。

旭川市宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例

第１条中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土等規制法」に改める。

第２条の見出し中「障害物」を「基礎調査のための障害物」に改め，同条第１項中「第５条

第１項」を「第６条第１項」に改める。

第３条の見出し中「宅地造成」を「宅地造成等」に改め，同条中「第８条第１項本文」を

「第１２条第１項」に，「以下」を「次条から第６条までにおいて」に改める。

第４条の見出しを「（宅地造成等に関する工事の着手の届出）」に改める。

第５条を削る。

第６条の見出し中「工事計画」を「宅地造成等に関する工事計画」に改め，同条を第５条と

する。

第７条の見出し中「工事」を「宅地造成等に関する工事」に改め，同条を第６条とする。

第８条の見出し中「工事計画」を「宅地造成等に関する工事計画」に改め，同条第１項中

「第１２条第１項」を「第１６条第１項」に，「以下」を「第３項において」に改め，同条第

２項中「第１２条第２項」を「第１６条第２項」に改め，同条第３項中「，第５条及び第７

条」を「及び第６条」に改め，同条を第７条とする。



第９条の見出しを「（宅地造成等に関する工事の完了検査等の申請）」に改め，同条中「第

１３条第１項の検査を受け」を「第１７条第１項の検査又は同条第４項の確認を申請し」に改

め，同条を第８条とし，同条の次に次の１条を加える。

（宅地造成等に関する工事の中間検査の申請）

第９条 法第１８条第１項の検査を申請しようとする者は，規則で定める図書を市長に提出し

なければならない。

第１１条を第１５条とし，同条の前に次の３条を加える。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出）

第１２条 法第２７条第１項の規定による届出をしようとする者は，規則で定める図書を市長

に提出しなければならない。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の変更の届出）

第１３条 法第２８条第１項の規定による届出をしようとする者は，規則で定める図書を市長

に提出しなければならない。

（宅地造成等に関する工事の規定の準用）

第１４条 第３条から第１１条までの規定は，特定盛土等又は土石の堆積に関する工事につい

て準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第３条 第１２条第１項 第３０条第１項

次条 第１４条において読み替えて準
用する次条

第７条第１項 第１６条第１項 第３５条第１項

第３項 第１４条において読み替えて準
用する第７条第３項

第７条第２項 第１６条第２項 第３５条第２項

第７条第３項 第４条 第１４条において読み替えて準
用する第４条

第８条 第１７条第１項 第３６条第１項

第９条 第１８条第１項 第３７条第１項

第１０条 第１９条第１項 第３８条第１項

第１１条 第２１条第１項 第４０条第１項



第１０条の見出しを「（宅地造成等に関する工事等の届出）」に改め，同条中「第１５条第

１項から第３項まで」を「第２１条第１項，第３項及び第４項」に改め，同条を第１１条とし，

同条の前に次の１条を加える。

（宅地造成等に関する工事の定期の報告）

第１０条 法第１９条第１項の規定による報告をしようとする者は，規則で定める図書を市長

に提出しなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年５月２６日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号。

以下「令和４年改正法」という。）による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第

１９１号。以下「旧法」という。）第３条第１項の規定による指定がされている宅地造成工

事規制区域の区域内における宅地造成に関する工事等に対するこの条例による改正後の旭川

市宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例（以下「新条例」という。）の規定の適用につい

ては，令和４年改正法による改正後の宅地造成及び特定盛土等規制法第１０条第１項の規定

により指定された宅地造成等規制区域を同条第４項の規定により公示する日の前日までの間

（以下「経過措置期間」という。）は，なお従前の例による。

３ 旧法第８条第１項本文（令和４年改正法附則第２条第１項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合を含む。）の許可（経過措置期間の経過前にされた都市計画法（昭和

４３年法律第１００号）第２９条第１項又は第２項の許可を含む。）を受けた者が行う当該

許可に係る宅地造成に関する工事に対する新条例の規定の適用については，経過措置期間の

経過後においても，なお従前の例による。

（説 明）

宅地造成等規制法の一部改正に伴い，旭川市宅地造成等規制法施行条例の一部を改正しよう

とするものである。



５・１定 議案第 ２６ 号

旭川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市手数料条例の一部を改正する条例

旭川市手数料条例（平成１２年旭川市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

別表中「宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）」を「宅地造成等規制法の一部を

改正する法律（令和４年法律第５５号）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例によるこ

ととされた同法による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）」に，「宅地

造成等規制法第１２条第１項」を「宅地造成等規制法の一部を改正する法律附則第２条第１項

の規定によりなお従前の例によることとされた同法による改正前の宅地造成等規制法第１２条

第１項」に，

「
建築基準法第５１条ただし書（同法第８７条第２項若しくは １件につき 146,000円
第３項又は第８８条第２項において準用する場合を含む。）
の規定に基づく特殊建築物等敷地許可申請手数料

」を

「
建築基準法第５１条ただし書（同法第８７条第２項若しくは １件につき 146,000円
第３項又は第８８条第２項において準用する場合を含む。）
の規定に基づく特殊建築物等敷地許可申請手数料

建築基準法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築物の容 １件につき 24,500円
積率の算定の基礎となる延べ面積の特例認定申請手数料

」に，

「の規定に基づく壁面線の指定等がある場合の」を「又は第５項の規定に基づく」に，「第

５５条第３項各号」を「第５５条第３項又は第４項各号」に，「１及び３又は４」を「１及び

４又は５」に，「２及び３又は４」を「２又は３及び４又は５」に，



「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の認定
を申請する場合
１件につき 35,000円
（建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律（平成２７年法律第５３号）第１５条
第１項の登録建築物エネルギー消費性能判定
機関又は住宅の品質確保の促進等に関する法
律第５条第１項の登録住宅性能評価機関から
都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条
第１項第１号の規定による低炭素化の促進に
関する基準（以下「低炭素化の促進に関する
基準」という。）に適合することを証する書
面（以下この項において「適合証」とい
う。）の交付を受けた場合にあっては，
5,610円）

」を

「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の認定
を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額（建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律（平成
２７年法律第５３号）第１５条第１項の登録
建築物エネルギー消費性能判定機関又は住宅
の品質確保の促進等に関する法律第５条第１
項の登録住宅性能評価機関から都市の低炭素
化の促進に関する法律第５４条第１項第１号
の規定による低炭素化の促進に関する基準
（以下「低炭素化の促進に関する基準」とい
う。）に適合することを証する書面（以下こ
の項において「適合証」という。）の交付を
受けた場合にあっては，5,610円）

⑴ ⑵に掲げる場合以外の場合
１件につき 35,000円

⑵ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め
る省令（平成２８年経済産業省・国土交通
省令第１号）第１０条第２号イ⑵及びロ⑵
に適合している一戸建ての住宅又は複合建
築物の住宅部分の認定を申請する場合
１件につき 17,400円

」に，「除く。）の住宅部分の認定を申

請する場合」を「除く。）の住宅部分の認定を申請する場合（３に掲げる場合を除く。）」に，



「
３ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令（平成２８年経済
産業省・国土交通省令第１号）第１条第１項
第１号イ並びに都市の低炭素化の促進に関す
る法律第５４条第１項第１号の経済産業大
臣，国土交通大臣及び環境大臣が定める基準
（以下「大臣が定める基準」という。）に適
合している旨の認定を申請する場合 次に掲
げる低炭素建築物新築等計画の認定の申請に
係る住宅以外の用途に供する一の建築物又は
複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
３ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合して
いる共同住宅等の用途に供する一の建築物又
は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除
く。）の住宅部分の認定を申請する場合 低
炭素建築物新築等計画の認定の申請に係る共
同住宅等又は複合建築物の住宅部分について，
⑴及び⑵に定める金額を合計した金額（住戸
以外の部分を有さない建築物にあっては，⑴
に定める金額）

⑴ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の戸数の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額

戸数が２戸以上５戸 １件につき 30,700円
以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，9,670
円）

戸数が６戸以上１０ １件につき 44,300円
戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，15,900
円）

戸数が１１戸以上 １件につき 63,400円
２５戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，26,000
円）

戸数が２６戸以上 １件につき 95,400円
５０戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，42,700
円）

戸数が５１戸以上 １件につき 143,000円
１００戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，74,800
円）

戸数が１０１戸以上 １件につき 203,000円
２００戸以内のもの （適合証の交付を受けた



場 合 に あ っ て は ，
116,000円）

戸数が２０１戸以上 １件につき 263,000円
３００戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場 合 に あ っ て は ，
147,000円）

戸数が３０１戸以上 １件につき 300,000円
のもの （適合証の交付を受けた

場 合 に あ っ て は ，
159,000円）

⑵ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の住戸以外の部分
の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

床面積の合計が300 １件につき 44,900円
平方メートル以内の （適合証の交付を受けた
もの 場合にあっては，10,700

円）

床面積の合計が300 １件につき 81,900円
平方メートルを超え （適合証の交付を受けた
2,000平方メートル 場合にあっては，27,300
以内のもの 円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 147,000円
2,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え5, 0 0 0平方 場合にあっては，74,800
メートル以内のもの 円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 201,000円
5,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え10,000平方 場 合 に あ っ て は ，
メートル以内のもの 116,000円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 244,000円
10,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え25,000平方 場 合 に あ っ て は ，
メートル以内のもの 146,000円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 292,000円
25,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超えるもの 場 合 に あ っ て は ，

181,000円）

４ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号イ並びに都市の低炭素化の促進に関する法
律第５４条第１項第１号の経済産業大臣，国
土交通大臣及び環境大臣が定める基準（以下
「大臣が定める基準」という。）に適合して
いる旨の認定を申請する場合 次に掲げる低
炭素建築物新築等計画の認定の申請に係る住
宅以外の用途に供する一の建築物又は複合建
築物の非住宅部分の床面積の合計の区分に応



じ，それぞれ次に定める金額
」に，

「
４ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号ロ及び大臣が定める基準に適合している旨
の認定を申請する場合 次に掲げる低炭素建
築物新築等計画の認定の申請に係る住宅以外
の用途に供する一の建築物又は複合建築物の
非住宅部分の床面積の合計の区分に応じ，そ
れぞれ次に定める金額

」を

「
５ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号ロ及び大臣が定める基準に適合している旨
の認定を申請する場合 次に掲げる低炭素建
築物新築等計画の認定の申請に係る住宅以外
の用途に供する一の建築物又は複合建築物の
非住宅部分の床面積の合計の区分に応じ，そ
れぞれ次に定める金額

」に，

「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の変更
の認定を申請する場合
１件につき 19,500円
（低炭素化の促進に関する基準に適合するこ
とを証する書面の交付を受けた場合又は低炭
素化の促進に関する基準に係る変更のない場
合（以下この項において「適合証の交付を受
けた場合等」という。）にあっては，4,830
円）

」を

「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の変更
の認定を申請する場合 次に掲げる場合の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額（低炭素
化の促進に関する基準に適合することを証す
る書面の交付を受けた場合又は低炭素化の促
進に関する基準に係る変更のない場合（以下
この項において「適合証の交付を受けた場合
等」という。）にあっては，4,830円）



⑴ ⑵に掲げる場合以外の場合
１件につき 19,500円

⑵ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め
る省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合
している一戸建ての住宅又は複合建築物の
住宅部分の変更の認定を申請する場合
１件につき 10,700円

」に，「除く。）の住宅部分の変更の認

定を申請する場合」を「除く。）の住宅部分の変更の認定を申請する場合（３に掲げる場合を

除く。）」に，「
３ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号イ及び大臣が定める基準に適合している旨
の変更の認定を申請する場合 次に掲げる低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に
係る住宅以外の用途に供する一の建築物又は
複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
３ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合して
いる共同住宅等の用途に供する一の建築物又
は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除
く。）の住宅部分の変更の認定を申請する場
合 低炭素建築物新築等計画の変更の認定の
申請に係る共同住宅等又は複合建築物の住宅
部分について，⑴及び⑵に定める金額を合計
した金額（住戸以外の部分を有さない建築物
にあっては，⑴に定める金額）

⑴ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の戸数の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額

戸数が２戸以上５戸 １件につき 19,500円
以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
8,890円）

戸数が６戸以上１０ １件につき 29,200円
戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
14,900円）

戸数が１１戸以上 １件につき 43,500円
２５戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
24,600円）

戸数が２６戸以上 １件につき 67,500円
５０戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，



40,700円）

戸数が５１戸以上 １件につき 107,000円
１００戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
72,100円）

戸数が１０１戸以上 １件につき 158,000円
２００戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
113,000円）

戸数が２０１戸以上 １件につき 203,000円
３００戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
143,000円）

戸数が３０１戸以上 １件につき 226,000円
のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
153,000円）

⑵ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の住戸以外の部分
の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

床面積の合計が300 １件につき 26,600円
平方メートル以内の （適合証の交付を受けた
もの 場合等にあっては，

9,470円）

床面積の合計が300 １件につき 52,800円
平方メートルを超え （適合証の交付を受けた
2,000平方メートル 場合等にあっては，
以内のもの 25,200円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 109,000円
2,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え5, 0 0 0平方 場合等にあっては，
メートル以内のもの 72,200円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 156,000円
5,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え10,000平方 場合等にあっては，
メートル以内のもの 113,000円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 193,000円
10,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え25,000平方 場合等にあっては，
メートル以内のもの 142,000円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 235,000円
25,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超えるもの 場合等にあっては，

177,000円）

４ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消



費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号イ及び大臣が定める基準に適合している旨
の変更の認定を申請する場合 次に掲げる低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に
係る住宅以外の用途に供する一の建築物又は
複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
４ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号ロ及び大臣が定める基準に適合している旨
の変更の認定を申請する場合 次に掲げる低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に
係る住宅以外の用途に供する一の建築物又は
複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
５ 住宅以外の用途に供する一の建築物又は複
合建築物の非住宅部分が建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第１
号ロ及び大臣が定める基準に適合している旨
の変更の認定を申請する場合 次に掲げる低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に
係る住宅以外の用途に供する一の建築物又は
複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の認定
を申請する場合 次に掲げる建築物エネル
ギー消費性能向上計画の認定の申請に係る一
戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分の床
面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定め
る金額

床面積の合計が200 １件につき 33,800円
平方メートル以内の （建築物のエネルギー消
もの 費性能の向上に関する法

律第１５条第１項の登録
建築物エネルギー消費性
能判定機関又は住宅の品
質確保の促進等に関する
法律第５条第１項の登録



住宅性能評価機関から建
築物のエネルギー消費性
能の向上に関する法律第
３５条第１項各号の規定
による建築物エネルギー
消費性能向上計画の認定
基準（以下「省エネ向上
計画基準」という。）に
適合することを証する書
面（以下この項において
「適合証」という。）の
交付を受けた場合にあっ
ては，7,010円）

床面積の合計が200 １件につき 38,200円
平方メートルを超え （適合証の交付を受けた
るもの 場合にあっては，7,010

円）
」を

「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の認定
を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額（建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律第１５条
第１項の登録建築物エネルギー消費性能判定
機関又は住宅の品質確保の促進等に関する法
律第５条第１項の登録住宅性能評価機関から
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する
法律第３５条第１項各号の規定による建築物
エネルギー消費性能向上計画の認定基準（以
下「省エネ向上計画基準」という。）に適合
することを証する書面（以下この項において
「適合証」という。）の交付を受けた場合に
あっては，7,010円）

⑴ ⑵に掲げる場合以外の場合 次に掲げる
建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る一戸建ての住宅又は複合建築
物の住宅部分の床面積の合計の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額

床面積の合計が200 １件につき 33,800円
平方メートル以内の
もの

床面積の合計が200 １件につき 38,200円
平方メートルを超え
るもの

⑵ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め
る省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合
している一戸建ての住宅又は複合建築物の
住宅部分の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認
定の申請に係る一戸建ての住宅又は複合建
築物の住宅部分の床面積の合計の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額



床面積の合計が200 １件につき 17,100円
平方メートル以内の
もの

床面積の合計が200 １件につき 18,500円
平方メートルを超え
るもの

」に，「うち，建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１４条第２項第１号に掲げる住宅の認定を申請する場合」を「認定を

申請する場合（３に掲げる場合を除く。）」に，「建築物エネルギー消費性能向上計画の認定

の申請に係る共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について，⑴及び⑵に定める金額を合計し

た金額」を「建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に係る共同住宅等又は複合建築

物の住宅部分について，⑴及び⑵に定める金額を合計した金額（住戸以外の部分を有さない建

築物又は建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１４条第２項第２号に掲げる住宅に

あっては，⑴に定める金額）」に，「
３ 共同住宅等の用途に供する一の建築物又は
複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除
く。）の住宅部分のうち，建築物エネルギー
消費性能基準等を定める省令第１４条第２項
第２号に掲げる住宅の認定を申請する場合
２⑴に掲げる建築物エネルギー消費性能向上
計画の認定の申請に係る共同住宅等又は複合
建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ，それ
ぞれ２⑴に定める金額

」を

「
３ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合して
いる共同住宅等の用途に供する一の建築物又
は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除
く。）の住宅部分の認定を申請する場合 建
築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申
請に係る共同住宅等又は複合建築物の住宅部
分について，⑴及び⑵に定める金額を合計し
た金額（住戸以外の部分を有さない建築物に
あっては，⑴に定める金額）

⑴ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の戸数の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額

戸数が２戸以上４戸 １件につき 31,400円
以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，10,600
円）

戸数が５戸以上１５ １件につき 54,200円
戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，22,600
円）



戸数が１６戸以上 １件につき 97,300円
４５戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，50,200
円）

戸数が４６戸以上の １件につき 146,000円
もの （適合証の交付を受けた

場合にあっては，89,900
円）

⑵ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の住戸以外の部分
の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

床面積の合計が300 １件につき 31,200円
平方メートル以内の （適合証の交付を受けた
もの 場合にあっては，10,400

円）

床面積の合計が300 １件につき 54,000円
平方メートルを超え （適合証の交付を受けた
2,000平方メートル 場合にあっては，22,400
以内のもの 円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 97,100円
2,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え5, 0 0 0平方 場合にあっては，50,100
メートル以内のもの 円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 146,000円
5,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超えるもの 場合にあっては，89,700

円）
」に，

「「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の変更
の認定を申請する場合 次に掲げる建築物エ
ネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申
請に係る一戸建ての住宅又は複合建築物の住
宅部分の床面積の合計の区分に応じ，それぞ
れ次に定める金額



床面積の合計が200 １件につき 18,900円
平方メートル以内の （省エネ向上計画基準に
もの 適合することを証する書

面の交付を受けた場合又
は省エネ向上計画基準に
係る変更のない場合（以
下この項において「適合
証の交付を受けた場合
等」という。）にあって
は，5,540円）

床面積の合計が200 １件につき 21,100円
平方メートルを超え （適合証の交付を受けた
るもの 場合等にあっては，

5,540円）
」を

「
１ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸
数が１戸のものに限る。）の住宅部分の変更
の認定を申請する場合 次に掲げる場合の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額（省エネ
向上計画基準に適合することを証する書面の
交付を受けた場合又は省エネ向上計画基準に
係る変更のない場合（以下この項において
「適合証の交付を受けた場合等」という。）
にあっては，5,540円）

⑴ ⑵に掲げる場合以外の場合 次に掲げる
建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に係る一戸建ての住宅又は複
合建築物の住宅部分の床面積の合計の区分
に応じ，それぞれ次に定める金額

床面積の合計が200 １件につき 18,900円
平方メートル以内の
もの

床面積の合計が200 １件につき 21,100円
平方メートルを超え
るもの

⑵ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め
る省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合
している一戸建ての住宅又は複合建築物の
住宅部分の変更の認定を申請する場合 次
に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計
画の変更の認定の申請に係る一戸建ての住
宅又は複合建築物の住宅部分の床面積の合
計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

床面積の合計が200 １件につき 10,600円
平方メートル以内の
もの



床面積の合計が200 １件につき 11,300円
平方メートルを超え
るもの

」に，「うち，建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１４条第２項第１号に掲げる住宅の変更の認定を申請する場合」を

「変更の認定を申請する場合（３に掲げる場合を除く。）」に，「建築物エネルギー消費性能

向上計画の変更の認定の申請に係る共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について，⑴及び⑵

に定める金額を合計した金額」を「建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申請に

係る共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について，⑴及び⑵に定める金額を合計した金額

（住戸以外の部分を有さない建築物又は建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１４

条第２項第２号に掲げる住宅にあっては，⑴に定める金額）」に，

「
３ 共同住宅等の用途に供する一の建築物又は
複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除
く。）の住宅部分のうち，建築物エネルギー
消費性能基準等を定める省令第１４条第２項
第２号に掲げる住宅の変更の認定を申請する
場合 ２⑴に掲げる建築物エネルギー消費性
能向上計画の変更の認定の申請に係る共同住
宅等又は複合建築物の住宅部分の戸数の区分
に応じ，それぞれ２⑴に定める金額

」を

「
３ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に適合して
いる共同住宅等の用途に供する一の建築物又
は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除
く。）の住宅部分の変更の認定を申請する場
合 建築物エネルギー消費性能向上計画の変
更の認定の申請に係る共同住宅等又は複合建
築物の住宅部分について，⑴及び⑵に定める
金額を合計した金額（住戸以外の部分を有さ
ない建築物にあっては，⑴に定める金額）

⑴ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の戸数の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額

戸数が２戸以上４戸 １件につき 19,800円
以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
9,340円）

戸数が５戸以上１５ １件につき 36,000円
戸以内のもの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
19,900円）

戸数が１６戸以上 １件につき 68,500円



４５戸以内のもの （適合証の交付を受けた
場合等にあっては，
44,400円）

戸数が４６戸以上の １件につき 108,000円
もの （適合証の交付を受けた

場合等にあっては，
79,400円）

⑵ 次に掲げる当該申請に係る共同住宅等又
は複合建築物の住宅部分の住戸以外の部分
の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

床面積の合計が300 １件につき 19,700円
平方メートル以内の （適合証の交付を受けた
もの 場合等にあっては，

9,260円）

床面積の合計が300 １件につき 35,900円
平方メートルを超え （適合証の交付を受けた
2,000平方メートル 場合等にあっては，
以内のもの 19,800円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 68,400円
2,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超え5, 0 0 0平方 場合等にあっては，
メートル以内のもの 44,300円）

床 面 積 の 合 計 が １件につき 108,000円
5,000平方メートル （適合証の交付を受けた
を超えるもの 場合等にあっては，

79,300円）
」に，「第２０条の２第１３項」を「第

２０条の２第１４項」に，「第３８条の４第２２項」を「第３８条の４第２４項」に改める。

附 則

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，別表の改正規定中「宅地造成等規制法（昭

和３６年法律第１９１号）」を「宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第

５５号）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた同法による改正前

の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）」に，「宅地造成等規制法第１２条第１

項」を「宅地造成等規制法の一部を改正する法律附則第２条第１項の規定によりなお従前の

例によることとされた同法による改正前の宅地造成等規制法第１２条第１項」に改める部分

は令和５年５月２６日から，建築基準法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築物の容積

率の算定の基礎となる延べ面積の特例認定申請手数料に係る部分及び「の規定に基づく壁面

線の指定等がある場合の」を「又は第５項の規定に基づく」に，「第５５条第３項各号」を



「第５５条第３項又は第４項各号」に改める部分は令和５年４月１日から施行する。

２ この条例（別表の改正規定中「第２０条の２第１３項」を「第２０条の２第１４項」に改

める部分に限る。）による改正後の旭川市手数料条例の規定は令和元年６月１日から，この

条例（別表の改正規定中「第３８条の４第２２項」を「第３８条の４第２４項」に改める部

分に限る。）による改正後の旭川市手数料条例の規定は令和２年４月１日から適用する。

（説 明）

建築基準法等の一部改正に伴い，旭川市手数料条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ２７ 号

博物館法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整理に関する条例の制定について

博物館法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定め

る。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

博物館法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

（旭川市科学館条例の一部改正）

第１条 旭川市科学館条例（昭和３８年旭川市条例第３０号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項中「第２０条第１項」を「第２３条第１項」に改める。

（旭川市大雪クリスタルホール条例の一部改正）

第２条 旭川市大雪クリスタルホール条例（平成５年旭川市条例第１号）の一部を次のように

改正する。

第１０条第２項中「第２０条第１項」を「第２３条第１項」に改める。

（旭川市彫刻美術館条例の一部改正）

第３条 旭川市彫刻美術館条例（平成６年旭川市条例第１５号）の一部を次のように改正する。

第７条第１項中「第２０条第１項」を「第２３条第１項」に改める。

（旭川市旅館業法施行条例の一部改正）

第４条 旭川市旅館業法施行条例（平成１２年旭川市条例第４１号）の一部を次のように改正

する。

第２条の６第１項第２号中「第２９条」を「第３１条第２項」に，「博物館に相当する施

設として指定された」を「指定」に改める。



附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

博物館法の一部を改正する法律の施行に伴い，関係条例を整理しようとするものである。



５・１定 議案第 ２８ 号

旭川市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について

旭川市個人情報の保護に関する法律施行条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市個人情報の保護に関する法律施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において「実施機関」とは，市長，教育委員会，選挙管理委員会，公平委員

会，監査委員，農業委員会，固定資産評価審査委員会，水道事業管理者，病院事業管理者及

び消防長並びに本市が設立した地方独立行政法人をいう。

２ 前項に定めるもののほか，この条例において使用する用語の意義は，法において使用する

用語の例による。

（本人の委任による代理人からの開示請求）

第３条 本人の委任による代理人から法第７６条第２項の規定による開示請求があったときは，

実施機関は，直ちに本人に対し，その旨及び法第７７条第１項各号に掲げる事項を書面によ

り通知しなければならない。

（開示請求の手続）

第４条 開示請求書には，法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか，実施機関が定める事項

を記載するものとする。

（条例で定める開示情報）

第５条 法第７８条第２項の規定により読み替えて適用する同条第１項の規定により開示しな



ければならない情報として条例で定めるものは，旭川市情報公開条例（平成１７年旭川市条

例第７号）第８条第３号に掲げる情報とする。

（開示請求に対する措置）

第６条 実施機関は，法第８２条第１項又は第２項の規定による決定（開示請求に係る保有個

人情報の全部を開示するときを除く。）をした場合において，これらの決定に係る保有個人

情報の全部又は一部が，期間の経過により開示することができるようになることが明らかで

あるときは，その旨を同条第１項又は第２項の書面に付記するものとする。

（開示決定等の期限）

第７条 法第８３条第１項の規定にかかわらず，開示決定等は，開示請求があった日から１４

日以内にしなければならない。ただし，法第７７条第３項の規定により補正を求めた場合に

あっては，当該補正に要した日数は，当該期間に算入しない。

２ 前項の規定にかかわらず，実施機関は，事務処理上の困難その他正当な理由があるときは，

同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において，実施機

関は，開示請求者に対し，遅滞なく，延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなけ

ればならない。

（開示決定等の期限の特例）

第８条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため，開示請求があった日から４４

日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるお

それがある場合には，前条の規定にかかわらず，実施機関は，開示請求に係る保有個人情報

のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし，残りの保有個人情報については相

当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において，実施機関は，同条第１項に規

定する期間内に，開示請求者に対し，次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。

⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由

⑵ 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限

（開示請求に係る費用の負担）

第９条 法第８９条第２項の手数料は，無料とする。ただし，保有個人情報が記録された文書，

図画又は写真の写しの交付その他の物品の供与により保有個人情報の開示を受ける者は，当

該供与及び送付に要する費用を負担するものとする。

（訂正請求権）

第１０条 実施機関に対する訂正請求は，法第９０条第１項各号に該当しない自己を本人とす



る保有個人情報についてもすることができる。

２ 第３条の規定は，訂正請求について準用する。この場合において，同条中「第７６条第２

項」とあるのは「第９０条第２項」と，「第７７条第１項各号」とあるのは「第９１条第１

項各号」と読み替えるものとする。

３ 実施機関に対して訂正請求をする場合においては，法第９０条第３項の規定は，適用しな

い。

（訂正請求の手続）

第１１条 前条第３項に規定する場合における法第９１条第１項第２号の規定の適用について

は，同号中「に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該」とあるのは，「に係る」と

する。

（訂正決定等の期限）

第１２条 法第９４条第１項の規定にかかわらず，訂正決定等は，訂正請求があった日から

２１日以内にしなければならない。ただし，法第９１条第３項の規定により補正を求めた場

合にあっては，当該補正に要した日数は，当該期間に算入しない。

２ 前項の規定にかかわらず，実施機関は，事務処理上の困難その他正当な理由があるときは，

同項に規定する期間を２４日以内に限り延長することができる。この場合において，実施機

関は，訂正請求者に対し，遅滞なく，延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなけ

ればならない。

（訂正決定等の期限の特例）

第１３条 実施機関は，訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは，前条の規定にかか

わらず，相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において，実施機関は，同条

第１項に規定する期間内に，訂正請求者に対し，次に掲げる事項を書面により通知しなけれ

ばならない。

⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由

⑵ 訂正決定等をする期限

（訂正決定等に係る第三者に対する意見書提出の機会の付与等）

第１４条 訂正請求に係る保有個人情報に実施機関，国，独立行政法人等，他の地方公共団体，

地方独立行政法人（本市が設立したものを除く。）及び訂正請求者以外の者（以下「第三

者」という。）に関する情報が含まれているときは，実施機関は，訂正決定等をするに当

たって，当該情報に係る第三者に対し，規則で定めるところにより，当該第三者に関する情



報の内容その他規則で定める事項を通知して，意見書を提出する機会を与えることができる。

２ 実施機関は，前項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関

する情報の訂正に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において，訂正決定をすると

きは，訂正決定の日と訂正を実施する日との間に少なくとも２週間を置かなければならない。

この場合において，実施機関は，訂正決定後直ちに，当該意見書を提出した第三者に対し，

訂正決定をした旨及びその理由並びに訂正を実施する日を書面により通知しなければならな

い。

（利用停止請求等についての準用）

第１５条 第１０条から前条までの規定は，利用停止請求及び利用停止決定等について準用す

る。この場合において，第１０条第２項中「第９０条第２項」とあるのは「第９８条第２

項」と，「第９１条第１項各号」とあるのは「第９９条第１項各号」と，同条第３項中「第

９０条第３項」とあるのは「第９８条第３項」と，第１１条中「前条第３項」とあるのは

「第１５条において読み替えて準用する前条第３項」と，「第９１条第１項第２号」とある

のは「第９９条第１項第２号」と，第１２条第１項中「第９４条第１項」とあるのは「第

１０２条第１項」と，「第９１条第３項」とあるのは「第９９条第３項」と，同条第２項中

「前項」とあるのは「第１５条において読み替えて準用する前項」とする。

（審査会への諮問に係る規定の準用に関する読替え）

第１６条 法第１０５条第３項の規定により同条第１項の規定を準用する場合においては，同

項第３号中「場合」とあるのは「場合（当該保有個人情報の訂正について反対意見書が提出

されている場合を除く。）」と，同項第４号中「場合」とあるのは「場合（当該保有個人情

報の利用停止について反対意見書が提出されている場合を除く。）」と読み替えるものとす

る。

（運用状況の公表）

第１７条 市長は，毎年１回，法及びこの条例の運用状況について公表するものとする。

（委任）

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は，実施機関が定める。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。



（説 明）

個人情報の保護に関する法律の施行に関し必要な事項を定めるために，この条例を制定しよ

うとするものである。



５・１定 議案第 ２９ 号

個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う関係条例

の整備に関する条例の制定について

個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように定

める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う関係条例

の整備に関する条例

（旭川市まちづくり基本条例の一部改正）

第１条 旭川市まちづくり基本条例（平成２６年旭川市条例第３号）の一部を次のように改正

する。

第１３条第１項中「旭川市個人情報保護条例（平成１７年旭川市条例第８号）」を「個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）」に改める。

（旭川市情報公開条例の一部改正）

第２条 旭川市情報公開条例（平成１７年旭川市条例第７号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号中「議会」を「議会並びに本市が設立した地方独立行政法人（地方独立行政

法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以

下同じ。）」に改め，同条第２号中「が職務上」を「（本市が設立した地方独立行政法人の

役員を含む。以下この号及び第２２条第９項において同じ。）が職務上」に改める。

第７条第２号中「，地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８

号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）及びその他の公共団

体」を「及び地方独立行政法人」に改め，同号ア中「と認められる」を「おそれがある」に

改め，同号イ中「当該条件」を「法人等又は個人における通例として公開しないこととされ



ているものその他の当該条件」に改め，同条第３号中「犯罪の捜査」を「鎮圧又は捜査」に，

「と認められる」を「おそれがある」に改め，同条第４号中「市及び」を「実施機関及び」

に，「，地方独立行政法人及びその他の公共団体」を「及び地方独立行政法人（本市が設立

したものを除く。）」に，「と認められる」を「おそれがある」に改め，同条第５号中「市

又は国等が」を「実施機関又は国等が」に改め，同号オ中「エ」を「カ」に，「と認められ

る」を「おそれがある」に改め，同号オを同号キとし，同号エ中「と認められる」を「おそ

れがある」に改め，同号エを同号オとし，その次に次のように加える。

カ 独立行政法人等，地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に

関する情報であって，その企業経営上の正当な利益を害するおそれがあるもの

第７条第５号ウ中「と認められる」を「おそれがある」に改め，同号ウを同号エとし，同

号イ中「市」を「実施機関」に，「と認められる」を「おそれがある」に改め，同号イを同

号ウとし，同号ア中「又は試験」を「，試験又は租税の賦課若しくは徴収」に，「と認めら

れる」を「おそれがある」に改め，同号アを同号イとし，同号にアとして次のように加える。

ア 公開することにより，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との信頼

関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれが

あるもの

第８条中「又は識別され得る」を「若しくは識別され得るもの，個人識別符号が含まれる

もの又は公開請求者以外の特定の個人を識別することはできないが，公開することにより，

なお公開請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがある」に改める。

第１５条第１項中「市」を「実施機関」に改める。

第１７条第３項中「本市」を「実施機関」に改める。

第２２条第１項中「旭川市個人情報保護条例（平成１７年旭川市条例第８号。以下「保護

条例」という。）」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個

人情報保護法」という。），旭川市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年旭川市

条例第 号）」に改め，同条第２項第２号中「保護条例第２４条第１項」を「個人情報保

護法第１０５条第３項において読み替えて準用する同条第１項」に改める。

（旭川市暴力団排除条例の一部改正）

第３条 旭川市暴力団排除条例（平成２６年旭川市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。

第１３条を削り，第１４条を第１３条とする。



（旭川市個人情報保護条例の廃止）

第４条 旭川市個人情報保護条例（平成１７年旭川市条例第８号）は，廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ 次に掲げる者に係る第４条の規定による廃止前の旭川市個人情報保護条例（以下「旧条

例」という。）第３条第３項，第９条第３項又は第３７条第３項の規定による職務上又は旧

条例第９条第２項に規定する受託事務（以下「旧受託事務」という。）若しくは公の施設

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条第１項に規定する公の施設をいう。以

下同じ。）の管理の業務に関して知り得た旧条例第２条第２号に規定する個人情報（以下

「旧個人情報」という。）を漏らし，又は不当な目的に利用してはならない義務については，

この条例の施行後も，なお従前の例による。

⑴ この条例の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下「旧実施機関」

という。）の職員である者又は施行日前において旧実施機関の職員であった者

⑵ この条例の施行の際現に旧受託事務に従事している者又は施行日前において旧受託事務

に従事していた者

⑶ この条例の施行の際現に指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定

管理者をいう。）が行う本市の公の施設の管理の業務（以下「指定管理業務」という。）

に従事している者又は施行日前において指定管理業務に従事していた者

３ 施行日前に旧条例第１０条第１項，第２項（旧条例第２１条第４項及び第２１条の２第２

項において準用する場合を含む。）若しくは第３項（旧条例第２１条第４項において準用す

る場合を含む。），第２１条第１項，第２項若しくは第３項又は第２１条の２第１項（これ

らの規定を旧条例第３７条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定に

よる請求がされた場合における旧個人情報の開示，訂正，削除並びに利用及び提供の中止

（次項において「開示等」という。）については，なお従前の例による。

４ 前項の規定によりなお従前の例によることとされた旧個人情報の開示等に係る処分に対す

る審査請求についての旭川市情報公開条例第２２条の規定の適用については，なお従前の例

による。



５ 附則第２項各号に掲げる者が，正当な理由がないのに，旧個人情報の全部又は一部を機器

による印刷，写真，複写，録音，録画その他の方法により，施行日以後に当該旧個人情報の

全部又は一部が記録された記録媒体以外の記録媒体に複製したときは，１年以下の懲役又は

５０万円以下の罰金に処する。

６ 附則第２項各号に掲げる者が，正当な理由がないのに，前項に規定する複製をされた旧個

人情報の全部又は一部を同項に規定する方法により，施行日以後に当該記録媒体以外の記録

媒体に複製したときは，１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。以後の段階にわ

たる複製についても，同様とする。

７ 附則第２項各号に掲げる者が，正当な理由がないのに，旧個人情報が記録された記録媒体

（以下「旧個人情報記録媒体」という。）又は前２項に規定する複製をされた旧個人情報の

記録媒体（以下「旧個人情報不正記録媒体」という。）を施行日以後に譲り受け，借り受け，

又は所持したときは，１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

８ 附則第２項各号に掲げる者が，正当な理由がないのに，旧個人情報記録媒体又は旧個人情

報不正記録媒体を施行日以後に譲渡し，又は貸し渡したときは，２年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金に処する。

９ 施行日前に行った旧条例第２８条の規定による命令に施行日以後に違反したときは，１年

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

１０ 附則第２項各号に掲げる者以外の者が，附則第５項から第７項まで及び前項の行為をし

たときは，６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。

１１ 附則第２項各号に掲げる者以外の者が，附則第８項の行為をしたときは，１年以下の懲

役又は５０万円以下の罰金に処する。

１２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法人又は人

の業務に関して前７項の行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人又は人に対して

も，各本項の罰金刑を科する。

１３ 偽りその他不正の手段により，開示決定に基づく旧個人情報の開示を施行日以後に受け

た者は，５万円以下の過料に処する。

１４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例による。

（説 明）

個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴い，関係条例を整備しようとするものである。



５・１定 議案第 ３０ 号

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（令和元年旭川市

条例第３号）の一部を次のように改正する。

第６条に次の１項を加える。

９ 第１項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等（家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）第１条第２項に規定する家庭

的保育事業所等（居宅訪問型保育事業を行う場所を除く。）をいう。以下同じ。）に入所し，

又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定児童発達支援事業所に通所している

障害児を交流させるときは，障害児の支援に支障がない場合に限り，障害児の支援に直接従

事する従業者については，これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第７条に次の１項を加える。

９ 前項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し，又は幼保連携型

認定こども園に入園している児童と指定児童発達支援事業所に通所している障害児を交流さ

せるときは，障害児の支援に支障がない場合に限り，障害児の支援に直接従事する従業者に

ついては，これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第４２条の次に次の２条を加える。



（安全計画の策定等）

第４２条の２ 指定児童発達支援事業者は，障害児の安全の確保を図るため，指定児童発達支

援事業所ごとに，当該指定児童発達支援事業所の設備の安全点検，従業者，障害児等に対す

る事業所外での活動，取組等を含めた指定児童発達支援事業所での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導，従業者の研修及び訓練その他指定児童発達支援事業所における安

全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し，当

該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 指定児童発達支援事業者は，従業者に対し，安全計画について周知するとともに，前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 指定児童発達支援事業者は，障害児の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう，

保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

４ 指定児童発達支援事業者は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第４２条の３ 指定児童発達支援事業者は，障害児の事業所外での活動，取組等のための移動

その他の障害児の移動のために自動車を運行するときは，障害児の乗車及び降車の際に，点

呼その他の障害児の所在を確実に把握することができる方法により，障害児の所在を確認し

なければならない。

２ 指定児童発達支援事業者は，障害児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列

の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその

他利用の態様を勘案してこれと同程度に障害児の見落としのおそれが少ないと認められるも

のを除く。）を日常的に運行するときは，当該自動車にブザーその他の車内の障害児の見落

としを防止する装置を備え，これを用いて前項に定める所在の確認（障害児の降車の際に限

る。）を行わなければならない。

第４８条を次のように改める。

第４８条 削除

第６１条に次の１項を加える。

３ 第１項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し，又は幼保連携

型認定こども園に入園している児童と基準該当児童発達支援事業所に通所している障害児を

交流させるときは，障害児の支援に支障がない場合に限り，障害児の支援に直接従事する従



業者については，これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第６４条中「，第４８条並びに」を「並びに」に改める。

第６９条に次の１項を加える。

４ 前項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し，又は幼保連携型

認定こども園に入園している児童と指定医療型児童発達支援事業所に通所している障害児を

交流させるときは，障害児の支援に支障がない場合に限り，障害児の支援に直接従事する従

業者については，これら児童への保育に併せて従事させることができる。

第９８条中「第４２条から」を「第４２条，第４２条の２，第４２条の３第１項，第４３条

から」に改める。

第１０３条中「第４２条，」を「第４２条，第４２条の２，第４２条の３第１項，」に改め

る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第

４８条及び第６４条の改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和６年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定通所

支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第４２条の２（改正後の条例第６０条，第６４条，第７８条，第８５条，第８６条，

第９０条，第９８条及び第１０３条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は，同条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と，「実施しなけれ

ば」とあるのは「実施するよう努めなければ」と，「周知しなければ」とあるのは「周知す

るよう努めなければ」とする。

３ 指定障害児通所支援事業者等（指定居宅訪問型児童発達支援事業者及び指定保育所等訪問

支援事業者を除く。以下この項において同じ。）において障害児の送迎を目的とした自動車

を日常的に運行する場合であって，当該自動車に改正後の条例第４２条の３第２項（改正後

の条例第６０条，第６４条，第７８条，第８５条，第８６条及び第９０条において準用する

場合を含む。）に規定するブザーその他の車内の障害児の見落としを防止する装置（以下こ

の項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情



があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブザー等を備えないことができ

る。この場合において，障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する指定障害児通

所支援事業者等は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて障害児の所在の確認を行わなけれ

ばならない。

（説 明）

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に

伴い，旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正

しようとするものである。



５・１定 議案第 ３１ 号

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例

（旭川市国民健康保険条例の一部改正）

第１条 旭川市国民健康保険条例（昭和３４年旭川市条例第５号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第１項中「４０万８千円」を「４８万８千円」に改める。

第１０条第１項中「附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項」を「附則第３５条の２

の６第８項又は第１１項」に，「附則第３５条の２の６第１５項」を「附則第３５条の２の

６第１１項」に改める。

第１２条の６の１０中「２０万円」を「２２万円」に改める。

第１７条第１項第１号中「附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項」を「附則第３５

条の２の６第８項又は第１１項」に，「附則第３５条の２の６第１５項」を「附則第３５条

の２の６第１１項」に改め，同項第２号中「２８万５千円」を「２９万円」に改め，同項第

３号中「５２万円」を「５３万５千円」に改め，同条第３項中「２０万円」を「２２万円」

に改める。

第１７条の３第２項中「の提示」を「又は同令第１９条第３項に規定する雇用保険受給資

格通知の提示」に改める。

（旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例（平成３０年旭川市条例第２５号）の

一部を次のように改正する。



附則第５項中「１，０００円」を「５００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第１条中旭川市国民健康保険条例

第１０条第１項及び第１７条第１項第１号の改正規定は，令和６年１月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例（第１条中旭川市国民健康保険条例第５条第１項，第１０条第１項，第１７条第

１項第１号及び第１７条の３第２項の改正規定を除く。）による改正後の旭川市国民健康保

険条例の規定は，令和５年度分の保険料から適用し，令和４年度分までの保険料については，

なお従前の例による。

３ 第１条の規定（旭川市国民健康保険条例第５条第１項の改正規定に限る。）による改正後

の旭川市国民健康保険条例の規定は，令和５年４月１日以後に支給すべき事由が生じた出産

育児一時金について適用し，同日前に支給すべき事由が生じた出産育児一時金については，

なお従前の例による。

（説 明）

国民健康保険法施行令等の一部改正等に伴い，旭川市国民健康保険条例等の一部を改正しよ

うとするものである。



５・１定 議案第 ３２ 号

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年旭川市条例

第４７号）の一部を次のように改正する。

第７条の次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第７条の２ 放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全の確保を図るため，放課後児童健全

育成事業所ごとに，当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点検，職員，利用者等に対

する事業所外での活動，取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生

活における安全に関する指導，職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所におけ

る安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し，

当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，安全計画について周知するとともに，前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよ

う，保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

４ 放課後児童健全育成事業者は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応じて安全計画



の変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第７条の３ 放課後児童健全育成事業者は，利用者の事業所外での活動，取組等のための移動

その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは，利用者の乗車及び降車の際に，点

呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により，利用者の所在を確認し

なければならない。

第１３条の次に次の１条を加える。

（業務継続計画の策定等）

第１３条の２ 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健全育成事業所ごとに，感染症や非

常災害の発生時において，利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための，及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」とい

う。）を策定し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，必

要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。

３ 放課後児童健全育成事業者は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務

継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

する」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和６年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市放課後児

童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例第７条の２の規定の適用については，同

条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と，「実施しなければ」とあ

るのは「実施するよう努めなければ」と，「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努

めなければ」とする。



（説 明）

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市放課後児童

健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ３３ 号

旭川市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年旭川市条例第４８

号）の一部を次のように改正する。

第８条の次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第８条の２ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児の安全の確保を図るため，家庭的保育事業所

等ごとに，当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検，職員，利用乳幼児等に対する事業所

外での活動，取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に

関する指導，職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項につ

いての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し，当該安全計画に従い必

要な措置を講じなければならない。

２ 家庭的保育事業者等は，職員に対し，安全計画について周知するとともに，前項の研修及

び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう，

保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

４ 家庭的保育事業者等は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応じて安全計画の変更



を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第８条の３ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児の事業所外での活動，取組等のための移動そ

の他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは，利用乳幼児の乗車及び降車の際

に，点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により，利用乳幼児

の所在を確認しなければならない。

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は，利用乳幼児の送迎を目的とし

た自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの

座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見

落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは，当該自動

車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え，これを用いて前項

に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。

第１１条中「必要」を「その行う保育に支障がない場合に限り，必要」に改め，同条ただし

書を削る。

第１４条を次のように改める。

第１４条 削除

第１５条第２項中「必要な措置を講ずる」を「，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

する」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第１４条の改正規定は，公布の日

から施行する。

（経過措置）

２ 家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場

合であって，当該自動車にこの条例による改正後の旭川市家庭的保育事業等の設備及び運営

の基準に関する条例第８条の３第２項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落と

しを防止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用

いることにつき困難な事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブ



ザー等を備えないことができる。この場合において，利用乳幼児の送迎を目的とした自動車

を日常的に運行する家庭的保育事業者等は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼

児の所在の確認を行わなければならない。

（説 明）

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市家庭的保育事業等

の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ３４ 号

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

第１条 旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年旭川市条例第

５７号）の一部を次のように改正する。

第１３条を次のように改める。

第１３条 削除

第２条 旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を次のように改正する。

第７条の次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第７条の２ 児童福祉施設（助産施設を除く。以下この条，次条及び第１５条第１項におい

て同じ。）は，児童の安全の確保を図るため，当該児童福祉施設の設備の安全点検，職員，

児童等に対する施設外での活動，取組等を含めた児童福祉施設での生活その他の日常生活

における安全に関する指導，職員の研修及び訓練その他児童福祉施設における安全に関す

る事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し，当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 児童福祉施設は，職員に対し，安全計画について周知するとともに，前項の研修及び訓

練を定期的に実施しなければならない。



３ 保育所は，児童の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう，保護者に対し，

安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

４ 児童福祉施設は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応じて安全計画の変更を行

うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第７条の３ 児童福祉施設は，児童の施設外での活動，取組等のための移動その他の児童の

移動のために自動車を運行するときは，児童の乗車及び降車の際に，点呼その他の児童の

所在を確実に把握することができる方法により，児童の所在を確認しなければならない。

２ 保育所は，児童の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれ

らより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を

勘案してこれと同程度に児童の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を

日常的に運行するときは，当該自動車にブザーその他の車内の児童の見落としを防止する

装置を備え，これを用いて前項に定める所在の確認（児童の降車の際に限る。）を行わな

ければならない。

第１０条ただし書を削り，同条に次の１項を加える。

２ 前項の規定は，入所している者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所している者の

保護に直接従事する職員については，適用しない。ただし，保育所の設備及び職員につい

ては，その行う保育に支障がない場合は，この限りでない。

第１３条を次のように改める。

（業務継続計画の策定等）

第１３条 児童福祉施設は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対する支援の提

供を継続的に実施するための，及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下この条において「業務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画に従い必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 児童福祉施設は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，必要な研修及

び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。

３ 児童福祉施設は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継続計画の

変更を行うよう努めるものとする。

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に



実施する」に改める。

第１５条第１項中「児童福祉施設（助産施設を除く。）」を「児童福祉施設」に改める。

附則第３項中「乳児４人以上を入所させる保育所に係る第３６条第２項」を「第３６条第

２項」に，「准看護師」を「准看護師（以下この項において「看護師等」という。）」に改

め，同項に次のただし書を加える。

ただし，乳児の数が４人未満である保育所については，子育てに関する知識と経験を有

する看護師等を配置し，かつ，当該看護師等が保育を行うに当たって当該保育所の保育士

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第１

条の規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和６年３月３１日までの間における第２条の規定による改正後の旭川市児童

福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第７条の２

（保育所に係るものを除く。）の規定の適用については，同条中「講じなければ」とあるの

は「講ずるよう努めなければ」と，「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなけ

れば」と，「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。

３ 保育所において児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって，当該自

動車に改正後の条例第７条の３第２項に規定するブザーその他の車内の児童の見落としを防

止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いるこ

とにつき困難な事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブザー等を

備えないことができる。この場合において，児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行

する保育所は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて児童の所在の確認を行わなければなら

ない。

（説 明）

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い，旭川市児童福祉施設の設備

及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ３５ 号

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例（平成２６年

旭川市条例第５０号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改め，同項第１号中「第

１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改め，同項第２号中「第１９条第１項第１号」を

「第１９条第１号」に改め，同項第３号中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に，

「同項第３号」を「同条第３号」に改める。

第６条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め，同条第３項中「第

１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

第７条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

第８条中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改める。

第１３条第４項第３号ア 中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め，同号(ア)

ア 中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め，同号イ 中「第１９条第１項(イ) (ア)

第１号」を「第１９条第１号」に改め，同号イ 中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第(イ)

２号」に改める。

第１５条第１項第３号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改める。



第２０条第４号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改める。

第２６条を次のように改める。

第２６条 削除

第３５条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め，同条第２項中

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に，「同項第２号」を「同条第２号」に，

「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め，同条第３項中「第１９条第１項第１

号」を「第１９条第１号」に，「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

第３６条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め，同条第２項中

「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に，「同項第１号」を「同条第１号」に，

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め，同条第３項中「第１９条第１項第１

号」を「第１９条第１号」に，「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

第３７条第２項及び第３９条第２項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改

める。

第５１条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め，同条第２項中

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に，「第１９条第１項第２号」を「第１９条

第２号」に改め，同条第３項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に，「第１９

条第１項第１号」を「第１９条第１号」に，「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」

に改める。

第５２条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め，同条第２項中

「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に，「同項第３号」を「同条第３号」に，

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め，同条第３項中「第１９条第１項第２

号」を「第１９条第２号」に改める。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第２６条の改正規定は，公布の日か

ら施行する。



（説 明）

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準等の一部改正に伴い，旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ３６ 号

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例

第１条 旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条

例（平成２６年旭川市条例第５１号）の一部を次のように改正する。

第１５条第１項中「から第１３条まで」を「，第１２条」に改め，同項の表第１３条の項

を削り，同表第３９条の項中「園長」を「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な

提供の推進に関する法律第１４条第１項に規定する園長」に改める。

第２条 旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条

例の一部を次のように改正する。

第１５条第１項中「，第１２条」を「から第１３条まで」に改め，同項の表第１２条の項

の次に次のように加える。

第１３条第１項 利用者に対する支援の提供 園児の教育及び保育（満３歳
未満の園児については，その
保育。以下同じ。）

及び 並びに

第１５条第１項の表第２０条第１項の項中「保育（満３歳未満の園児については，その保

育。以下同じ。）」を「保育」に改め，同条第２項中「同条中」を「同条第１項中」に，



「「入所」を「同条第２項中「入所」に，「便所」」を「便所」と，「保育所の設備及び職

員については」とあるのは職員については「他の社会福祉施設の職員に兼ねる場合であっ

て」と，設備については「他の社会福祉施設の設備に兼ねる場合であって」」に改める。

附則第１２項中「前２項」を「前４項」に，「又は市長」を「，市長」に，「をもって」

を「又は看護師等をもって」に，「並びに市長」を「，市長」に，「者の」を「者並びに看

護師等の」に改め，同項を附則第１４項とし，附則第１１項の次に次の２項を加える。

１２ 第６条第３項の表備考第１号に定める者については，当分の間，１人に限って，当該

幼保連携型認定こども園に勤務する保健師，看護師又は准看護師（以下「看護師等」とい

う。）をもって代えることができる。ただし，満１歳未満の園児の数が４人未満である幼

保連携型認定こども園については，子育てに関する知識と経験を有する看護師等を配置し，

かつ，当該看護師等が保育を行うに当たって第６条第３項の表備考第１号に定める者によ

る支援を受けることができる体制を確保しなければならない。

１３ 前項の場合において，当該看護師等は補助者として従事する場合を除き，教育課程に

基づく教育に従事してはならない。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第１条の規定は，公布の日から施行

する。

（説 明）

幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ３７ 号

旭川市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の

要件を定める条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の

要件を定める条例の一部を改正する条例

旭川市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３１年

旭川市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

第３条第１号ア中「第２５条」を「第２５条第１項」に改める。

第１１条中第８号を第１０号とし，第７号を第９号とし，第６号の次に次の２号を加える。

⑺ 認定こども園は，子どもの通園，園外における学習のための移動その他の子どもの移動

のために自動車を運行するときは，子どもの乗車及び降車の際に，点呼その他の子どもの

所在を確実に把握することができる方法により，子どもの所在を確認すること。

⑻ 認定こども園は，通園を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれ

らより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を

勘案してこれと同程度に子どもの見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）

を運行するときは，当該自動車にブザーその他の車内の子どもの見落としを防止する装置

を備え，これを用いて前号に定める所在の確認（子どもの自動車からの降車の際に限

る。）を行うこと。

第１２条ただし書中「過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）」を「過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）」に，「第３３条第１



項若しくは第２項」を「第４４条第４項」に改める。

附則第３項中「第６項及び第７項」を「附則第６項及び第８項」に改める。

附則第４項中「第７項」を「附則第８項」に改める。

附則第７項中「及び前項」を「附則第６項」に，「もって」を「，及び前項の規定により保

育士について看護師等をもって」に，「並びに市長」を「，市長」に，「者の」を「者並びに

看護師等の」に改め，同項を附則第８項とし，附則第６項の次に次の１項を加える。

７ 第５条第１項により置かなければならない保育士については，当分の間，１人に限って，

当該認定こども園に勤務する保健師，看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）を

もって代えることができる。ただし，満１歳未満の子どもの数が４人未満である認定こども

園については，子育てに関する知識と経験を有する看護師等を配置し，かつ，当該看護師等

が保育を行うに当たって当該認定こども園の保育士による支援を受けることができる体制を

確保しなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第１２条ただし書の改正規定は，

公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 認定こども園において，この条例による改正後の旭川市幼保連携型認定こども園以外の認

定こども園の認定の要件を定める条例（以下「改正後の条例」という。）第１１条第８号に

規定する自動車を運行する場合であって，当該自動車に同号に規定するブザーその他の車内

の子どもの見落としを防止する装置（以下「ブザー等」という。）を備えることにつき困難

な事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブザー等を備えて改正後

の条例第１１条第７号に定める子どもの所在の確認を行うことを要しない。この場合におい

て，当該認定こども園は，ブザー等の設置及び使用に代わる措置を講じて子どもの所在の確

認を行わなければならない。



（説 明）

自動車を運行する場合の所在の確認に係る規定等を整備する等のために，旭川市幼保連携型

認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部を改正しようとするもので

ある。



５・１定 議案第 ３８ 号

旭川市助産施設条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市助産施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市助産施設条例の一部を改正する条例

旭川市助産施設条例（平成１３年旭川市条例第１４号）の一部を次のように改正する。

第３条ただし書中「４０８，０００円」を「４８８，０００円」に改める。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

入所の要件を変更するために，旭川市助産施設条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ３９ 号

旭川市子ども医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市子ども医療費助成条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市子ども医療費助成条例の一部を改正する条例

旭川市子ども医療費助成条例（昭和４８年旭川市条例第３６号）の一部を次のように改正す

る。

第２条中第６号から第８号までを削り，第９号を第６号とし，第１０号を第７号とする。

第３条第２項第３号を削る。

第４条中「について，次に掲げる者の区分に応じ，当該各号に定める」を「から附加給付の

額及び食事療養標準負担額を控除した」に改め，同条各号を削る。

附 則

この条例は，令和５年８月１日から施行する。

（説 明）

助成の範囲を変更する等のために，旭川市子ども医療費助成条例の一部を改正しようとする

ものである。



５・１定 議案第 ４０ 号

旭川市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成条例の

一部を改正する条例の制定について

旭川市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成条例の

一部を改正する条例

旭川市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成条例（昭和４８年旭川市条例第３７

号）の一部を次のように改正する。

第４条中「精神障害者」を「精神障害者（１５歳に達した日の属する年度の末日までの間に

ある者を除く。）」に改め，同条第１号中「３歳に達する日の属する月」を「１５歳に達した

日の属する年度」に，「基本利用料」を「基本利用料（１５歳に達した日の属する年度の末日

までの間にある者に係るものを除く。）」に改める。

附 則

この条例は，令和５年８月１日から施行する。

（説 明）

助成の範囲を変更するために，旭川市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成条例の

一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ４１ 号

旭川市奨学金支給条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市奨学金支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市奨学金支給条例の一部を改正する条例

旭川市奨学金支給条例（令和元年旭川市条例第５２号）の一部を次のように改正する。

題名の次に次の目次及び章名を付する。

目次

第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 高等学校等に在学する者に係る給付型奨学金（第３条－第５条）

第３章 大学等に在学する者に係る給付型奨学金（第６条－第１０条）

第４章 雑則（第１１条－第１３条）

附則

第１章 総則

第１条中「に対し」を「及び大学等に在学する者に対し」に改める。

第２条中第４号を第６号とし，同条第３号中「生徒等の修学」を「生徒等又は学生等の就

学」に，「に対し」を「又は学生等に対し」に改め，同号を同条第５号とし，同条中第２号を

第３号とし，同号の次に次の１号を加える。

⑷ 生計維持者 給付型奨学金の支給の申請に係る大学等に入学し，又は在学する者（以下

「学生等」という。）の生計を維持する者をいう。

第２条第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 大学等 学校教育法に規定する大学（大学院を除く。），高等専門学校（第４学年，第

５学年及び専攻科に限る。）及び専修学校（専門課程に限る。）



第２条の次に次の章名を付する。

第２章 高等学校等に在学する者に係る給付型奨学金

第３条第１号中「しようとする」を「する」に，「以下この条において」を「以下」に改め，

同条第２号中「を受給」を「（以下「高等学校等就学費」という。）を受給」に改め，同条第

５号中「以下この号において」を「以下」に改め，同条第６号ア中「次条において」を「以

下」に改める。

第８条を第１３条とする。

第７条第１項中「が偽り」を「，学生等又は生計維持者が偽り」に改め，同条第２項中「を

返還」を「の全部又は一部を返還」に改め，同条を第１２条とする。

第６条中「前条第２項」を「第５条第２項（第８条において準用する場合を含む。）」に改

め，同条を第１１条とし，同条の前に次の章名を付する。

第４章 雑則

第５条の次に次の章名及び５条を加える。

第３章 大学等に在学する者に係る給付型奨学金

（支給の対象）

第６条 給付型奨学金の支給を受けることができる学生等は，次の各号のいずれにも該当する

者とする。

⑴ 申請年度の翌年度に大学等に入学し，又は在学する者であること。

⑵ 生計維持者が，申請年度の初日の属する年の１月１日の時点で，本市に住所を有してい

ること。

⑶ 申請年度の翌年度において，生計維持者が学生等に係る高等学校等就学費を受給しない

こと。

⑷ 支給の申請をする日（以下「申請日」という。）において，学生等又は生計維持者が旭

川市奨学金貸付条例又は旭川市入学仕度金貸付条例に基づく貸付けを受けている場合に

あっては，当該貸付けに係る滞納がないこと。

⑸ 申請日において，学生等及び生計維持者に市税の滞納がないこと。

⑹ 生計維持者に係る申請年度分の道府県民税及び市町村民税の所得割の額を合計した額が，

２５７，５００円未満であること。この場合において，所得割の額の計算について必要な

事項は，市長が別に定める。

⑺ 申請日において，市内若しくは近隣８町に所在する高等学校等又は学校教育法に規定す



る高等学校若しくは中等教育学校の後期課程に置く通信制の課程に在学していること。た

だし，特別の事情があると市長が認めた場合は，この限りでない。

⑻ 学業が優秀で性行が善良であること。

（給付型奨学金の額）

第７条 給付型奨学金の額は，次の各号に掲げる区分に応じて，当該各号に定める額とする。

⑴ 入学準備金 次に掲げる場合の区分に応じ当該区分に掲げる額

ア 学生等が生計維持者と同居する場合又はこれに準ずると認められる場合 学生等（申

請年度の翌年度に大学等に入学する者に限る。イにおいて同じ。）１人につき３０万円

イ アに掲げる場合以外の場合 学生等１人につき５０万円

⑵ 奨学金 学生等（大学等の第１学年に在学する者を除く。）１人につき年額１０万円

（支給の申請及び決定）

第８条 第５条の規定は，給付型奨学金の支給を受けようとする学生等について準用する。

（支給決定の変更の申請及び決定）

第９条 前条において準用する第５条第２項の決定を受けた学生等は，決定を受けた内容を変

更しようとするときは，規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。

２ 市長は，前項の申請があったときは，その内容を審査の上，変更の可否を決定し，その旨

を申請者に通知するものとする。

（奨学金の支給の休止及び廃止）

第１０条 学生等が休学したときは，その期間中給付型奨学金（第７条第２号に規定する奨学

金に限る。以下この条において同じ。）の支給を休止する。

２ 学生等が次の各号のいずれかに該当するときは，給付型奨学金の支給を廃止する。この場

合において，その事由が発生した日以後の給付型奨学金は，支給しない。

⑴ 旭川市奨学金貸付条例又は旭川市入学仕度金貸付条例に基づく貸付けを受けている場合

にあって，当該貸付けに係る滞納が認められたとき。

⑵ 大学等から原級留置とされたとき（負傷，疾病等による場合であって，市長が特に認め

たときを除く。）。

⑶ 大学等を退学したとき（他の大学等に編入学をした場合等であって，市長が特に認めた

ときを除く。）。

⑷ 給付型奨学金の支給を辞退したとき。

⑸ その他市長が給付型奨学金を支給することが適当でないと認めたとき。



３ 生計維持者が次の各号のいずれかに該当するときは，給付型奨学金の支給を廃止する。こ

の場合において，その事由が発生した日以後の給付型奨学金は，支給しない。

⑴ 学生等に係る高等学校等就学費の受給を開始したとき。

⑵ 旭川市奨学金貸付条例又は旭川市入学仕度金貸付条例に基づく貸付けを受けている場合

であって，当該貸付けに係る滞納が認められたとき。

⑶ 本市に住所を有しないと認められたとき（やむを得ない事情があると市長が認めたとき

を除く。）。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

大学等に在学する者に係る給付型奨学金の支給に関し必要な事項を定めるために，旭川市奨

学金支給条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ４２ 号

旭川市精神障害者医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市精神障害者医療費助成条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市精神障害者医療費助成条例の一部を改正する条例

旭川市精神障害者医療費助成条例（昭和５３年旭川市条例第６号）の一部を次のように改正

する。

第２条第１項中「第５条」を「第５条第１項」に改める。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正に伴い，旭川市精神障害者医療費助成

条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ４３ 号

旭川市公民館条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市公民館条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市公民館条例の一部を改正する条例

旭川市公民館条例（昭和３４年旭川市条例第７号）の一部を次のように改正する。

別表１中「
旭川市東旭川公民館

旭川市東旭川町米原
米原分館

同
旭川市東旭川町桜岡

桜岡分館
」を

「
旭川市東旭川公民館

旭川市東旭川町桜岡
桜岡分館

」に改める。

附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

旭川市東旭川公民館米原分館を廃止するために，旭川市公民館条例の一部を改正しようとす

るものである。



５・１定 議案第 ４４ 号

旭川市建築基準法施行条例及び旭川市地区計画等区域内建築物

の制限に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市建築基準法施行条例及び旭川市地区計画等区域内建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市建築基準法施行条例及び旭川市地区計画等区域内建築物

の制限に関する条例の一部を改正する条例

（旭川市建築基準法施行条例の一部改正）

第１条 旭川市建築基準法施行条例（昭和４４年旭川市条例第４５号）の一部を次のように改

正する。

第２条の５第１項第７号中「第５３条第４項」を「第５３条第４項，第５項」に改め，同

項第８号中「第５５条第３項各号」を「第５５条第３項又は第４項各号」に改め，同項中第

２６号を第２７号とし，第２０号から第２５号までを１号ずつ繰り下げ，第１９号の次に次

の１号を加える。

⒇ 法第５２条第６項第３号の規定による認定

（旭川市地区計画等区域内建築物の制限に関する条例の一部改正）

第２条 旭川市地区計画等区域内建築物の制限に関する条例（平成２年旭川市条例第２０号）

の一部を次のように改正する。

第５条第１項中「第５３条第１項から第４項まで及び第６項」を「第５３条第１項」に改

め，同条第２項中「第５３条第４項」を「第５３条第４項，第５項」に改める。

第１４条の２中「第５３条第４項」を「第５３条第４項，第５項」に改める。



附 則

この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（説 明）

建築基準法の一部改正に伴い，旭川市建築基準法施行条例及び旭川市地区計画等区域内建築

物の制限に関する条例の一部を改正しようとするものである。



５・１定 議案第 ４５ 号

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例

旭川市営住宅条例（昭和５４年旭川市条例第１１号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項第１号中「親族（」を「親族等（親族（」に，「含む。」を「含む。）又は児

童（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条

の４に規定する里親に委託されている児童をいう。）をいう。」に改め，同項第３号中「親

族」を「親族等」に改める。

第１４条の２第１項及び第２０条の２第１項第１号中「親族」を「親族等」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ 施行日前に入居の申込みをした者に係る入居者資格については，この条例による改正後の

旭川市営住宅条例第４条第１項第１号及び第３号の規定にかかわらず，なお従前の例による。

（説 明）

入居者資格等に係る規定を整備するために，旭川市営住宅条例の一部を改正しようとするも

のである。



５・１定 議案第 ４６ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター（Ａ）新築工事

２ 契 約 金 額 ７２８，２００，０００円

３ 契約の相手方 荒井・高・谷脇共同企業体

荒井建設株式会社

株 式 会 社 高 組

株式会社谷脇組

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）



５・１定 議案第 ４７ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター（Ｂ）新築工事

２ 契 約 金 額 ７０６，２００，０００円

３ 契約の相手方 廣野・畠山・菅原共同企業体

株式会社廣野組

畠山建設株式会社

株式会社菅原組

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）



５・１定 議案第 ４８ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター新築機械設備工事

２ 契 約 金 額 ２３８，３１５，０００円

３ 契約の相手方 弘友・鹿取永井・丸信共同企業体

弘友設備工業株式会社

鹿取永井工業株式会社

丸信衛生工業株式会社

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）



５・１定 議案第 ４９ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター新築電気設備工事

２ 契 約 金 額 ２００，２００，０００円

３ 契約の相手方 東邦・藤川・石森共同企業体

東 邦 電 設 株 式 会 社

藤川電設工業株式会社

石森電気工事株式会社

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）



５・１定 議案第 ５０ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター新築資源物中間処理設備工事

２ 契 約 金 額 ５９７，３００，０００円

３ 契約の相手方 道北機械・檜山共同企業体

道北機械株式会社

株式会社檜山鐵工所

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）



５・１定 議案第 ５１ 号

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 契約の目的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の始期 令和５年４月１日

３ 契 約 金 額 １２，０００，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方 住所 旭川市●●●●●●●

氏名 前 田 敬 洋

資格 公認会計士



５・１定 議案第 ５２ 号

市道路線の廃止について

次のとおり市道路線を廃止する。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整 理 番 号
起 点

路 線 名
種別 街区 路線 終 点ブロック
番号 番号 番号 番号

８条通２４丁目３５５番地の１６地先
８Ｅ １ ３７ ２２ ７・８条間２４丁目１

号線 ７条通２４丁目３５８番地の３８地先
基北川右岸河川敷地境



５・１定 議案第 ５３ 号

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整 理 番 号
起 点

路 線 名
種別 街区 路線 終 点ブロック
番号 番号 番号 番号

８条通２４丁目３５３番地の６地先
８Ｅ １ ３７ ２２ ７・８条間２４丁目１

号線 ７条通２４丁目３５８番地の１３８地
先

７条通２３丁目３５８番地の１１０地
８Ｅ １ ３７ ２３ ７条通２３丁目１号線 先

７条通２３丁目３５８番地の６４地先

南１条通２５丁目１００番地の２０地
８Ｅ １ ４１ ３１ 南１条通２５丁目２号 先

線 南１条通２５丁目１０３番地の６４地
先

春光６条２丁目３５６４番地の１１９
８Ｅ ２ 164 ２５ 春光６条２丁目３号線 地先

春光６条２丁目３５６４番地の１３０
地先

忠和７条６丁目３３番地の１０８地先
８Ｅ ３ １２ ２６ 忠和７条６丁目６号線

忠和７条６丁目３３番地の６０地先



神楽岡８条１丁目３番地の３００６地
８Ｅ ４ ９ ２０ 神楽岡８・１０条間１ 先

丁目２号線 神楽岡１０条１丁目３番地の５００５
地先

神楽岡８条１丁目３番地の３０１０地
８Ｅ ４ ９ ２１ 神楽岡８条１丁目１号 先

線 神楽岡８条１丁目３番地の３０１６地
先

神楽岡９条１丁目３番地の４００６地
８Ｅ ４ ９ ２２ 神楽岡９条１丁目１号 先

線 神楽岡９条１丁目３番地の４００９地
先



５・１定 報告第 １ 号

専決処分の報告について

損害賠償の額を定めることについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処

分事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

損害賠償の額 専決処分年月日 過失割合
事故発生年月日
及 び 場 所

令和５年１月９日
２１５，６００円 令和５年２月３日 市 100％

上川郡鷹栖町南１条３丁
目



５・１定 報告第 ２ 号

専決処分の報告について

損害賠償の額を定めることについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処

分事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

損害賠償の額 専決処分年月日 過失割合
事故発生年月日
及 び 場 所

令和４年１０月１９日
５８，８０６円 令和５年１月６日 市 100％

旭川市東光４条６丁目


